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金　　額　(円) 金　　額　(円)

【 負　債　の　部 】 （ 59,281,788 ）

383,441,853 28,206,788

現 金 及 び 預 金 2,899,962 147,994

売 掛 金 1,254,000 15,796,494

未 収 金 6,019,662 2,169,800

製 品 115,129,496 92,500

仕 掛 品 2,792,484 10,000,000

原 材 料 及 び 貯 蔵 品 26,684,352

短 期 貸 付 金 211,074,717

立 替 金 379,880

未 収 法 人 税 11,825,000

未 収 住 民 税 1,093,400

未 収 事 業 税 4,288,900

【固　定　資　産】 447,855,534 【固　定　負　債】 31,075,000

(有形固定資産) 421,199,174 退職給与引当金 31,075,000

建 物 206,066,721

構 築 物 48,642,750

機 械 装 置 61,763,797

車 両 運 搬 倶 1,878,858

工 具 器 具 及 び 備 品 3,864,255

建 設 仮 勘 定 1,137,908

土 地 97,844,885 772,015,599

(無形固定資産) 11,441,288 資　 本 　金 100,000,000

電 話 加 入 権 1,444,504

リ サ イ ク ル 預 託 金 15,450 利益剰余金 672,015,599

ソ フ ト ウ ェ ア 料 9,981,334

25,000,000

(投資その他の資産) 15,215,072 647,015,599

繰 延 税 金 資 産 15,165,072 150,000,000

そ の 他 50,000 497,015,599

831,297,387 831,297,387資 産 合 計 負 債 ・ 純 資 産 合 計

別 途 積 立 金

繰 越 利 益 剰 余 金

【 純　資　産　の　部 】

(株　主　資　本)

貸 借 対 照 表

(2023年3月31日 現在）

【流　動　負　債】

未 払 金

未 払 住 民 税

旭エスケービー株式会社

（ ）772,015,599

買 掛 金

賞 与 引 当 金

【 資　産　の　部 】

その他利益剰余金

科　　　　　　　目 科　　　　　　　目

利 益 準 備 金

【流　動　資　産】

未 払 消 費 税
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個別注記表

（重要な会計方針に係る事項に関する注記）

１．資産の評価基準及び評価方法

（１）棚卸資産
製 　　　　品 ･･････総平均法による原価法
原   材   料 ･･････移動平均法による原価法
仕   掛   品 ･･････総平均法による原価法
商 　　　　品 ･･････移動平均法による原価法

２．固定資産の減価償却の方法

（１）有形固定資産（リース資産を除く）･･････全て定額法
（２）無形固定資産（リース資産を除く）･･････全て定額法（５年償却）
（３）リース資産･･････

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
リース期間を耐用年数とし、残存価格を零とする定額法
なお、リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外の
ファイナンス･リース取引のうち、リース取引開始日が企業会計基準
第13号｢リース取引に関する会計基準｣の適用初年度開始前のリース
取引については、通常の賃貸借取引に係る方法の準じた会計処理に

　　　　　　 よっている。

３．引当金の計上基準

（１）貸倒引当金･･････債権の貸倒れによる損失に備えるために、一般債権については貸倒実績
　　　　　　　　　　　率により、貸倒懸念債権等特定の債権については、個別に回収可能性を
　　　　　　　　　　　勘案し、回収不能見込額を計上している。

（２）賞与引当金･･････従業員の賞与給付に備えるため、当期末における賞与給付債務の
　　　　　　　　　　　　　　　見込額に基づき計上している。

（３）退職給付引当金･･････従業員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付債務の
　　　　　　　　　　　　　　　　　見込額に基づき計上している。

４．収益及び費用の計上基準　　
　当社は、製造・販売を主な事業としている。製品の販売については、製品の引渡時点において
顧客が当該製品に対する支配を獲得し、履行義務が充足されると判断していることから、顧客に
引き渡された時点で収益を認識している。ただし、出荷時から製品の支配が顧客に移転される
時までの期間が通常の期間である国内販売については、出荷時点で収益を認識している。
　収益は顧客との契約において約束された対価から、返品、値引き及び割戻し等を控除した
重大な戻入れが生じない可能性が高い範囲内の金額で算定している。
　なお、製品の販売契約における対価は、製品に対する支配が顧客に移転した時点から
概ね１年以内に回収しており、重要な金融要素は含んでいない。

５．その他計算書類の作成のための基本となる重要な事項

（１）外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算基準
　　外貨建金銭債権債務は、決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は
　　損益として処理している。

（２）グループ通算制度の適用
　　グループ通算制度の適用を開始している。

（株主資本等変動計算書に関する注記）

１．当該事業年度の末日における発行済み株式の総数
　　普通株式 200,000株
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